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本論文では、第 2 章の先行研究の動向に基づいて、第 3 章では、聴覚障害学童 21 名、および同学年の聴





第 4章では、他児の行為意図の因果的説明に関して、他児の情動反応（研究 3）と行為意図（研究 4）につい
ての説明課題を用い、正答率の算出と、意味的分析を用いて検討した。併せて、因果推論の基礎的能力（研究
１）の要因との関連性について解析した。  
第 5章では、聴覚障害学童 45名および同学年典型発達学童 291名、計 336名を対象として、社会的知識を
用いて他児の行為意図の因果的理解、および説明能力に横断的に検討した。社会的知識の使用について正
答率を算出し意味的分析を行った（研究 5）。 
第 6 章では、他児の意図説明に関連する要因（共感性、社会的視点取得、言語発達、聴力程度など個人属
性）について検討し、統計学的に関連性を解析した（研究 6）ものである。 
 
（結 果） 
1) 学童前中期の聴覚障害児では、因果推論の基礎的能力として、課題内容に即した「知識領域」は既に理解
しており、「論理水準」は、科学的論理以前の前科学的論理水準の段階にあることが示された。また、誤答分
析では、説明の意味的整合性に課題を示し（研究１）、容認課題では、前因果的論理水準による説明を否認
する側面に課題を示した。そして、これらの能力には言語発達の要因が関与することを指摘した（研究 2）。 
2) 学童前中期の聴覚障害児では、他者の行為意図の説明に遅滞を示し、成績には因果推論の基礎能力（研
究 1、2）の関与は乏しかった。さらに、特定の児の行為について、受け手が典型的な反応をする課題では、行
為者の行為意図の説明ができるが、通常とは矛盾した場面では困難であった。典型的な因果推論課題の成
績は、因果推論の基礎能力との有意な相関があったが、矛盾課題では関連性は乏しいことを示した。矛盾課
題の意図説明では、典型発達児では先行する多様な外的事象に因果性を求めたが、聴覚障害児では受け
手の性格など内的帰属による説明に終始する傾向を示す（研究 4）と指摘した。 
3)学童中後期の聴覚障害児では、社会的知識を適用した他児の行為意図の説明に困難を呈したと指摘した。
とくに、社会的規制に関する社会的知識を適用して他児の行為意図を説明すること良好であるが、羞恥心や
平等心などの対人的配慮に関わる社会的知識の適用には困難を示し、その際に、他児の行為内容など内的
な帰属により行為意図について説明を行う傾向を示したと指摘した。 
4) 聴覚障害児では、社会的知識を用いて他児の行為意図を説明し理解する能力の獲得について、社会的視
点取得（研究 6-2）と言語能力（研究 6-3）の要因について、関与を認めたことを示した。一方で、他児への共
感的反応（研究 6-1）の要因、および聴力程度の個人的属性については、直接的な関連性を見出さなかった
と指摘した。 
 
４．考察 
著者は、学童期の高度聴覚障害児における、他児の行為意図の説明能力について、因果推論の基礎的能
力の形成と関連付け、学童中後期までの発達の系列性について指摘した。その結果、学童前中期の聴覚障害
児では、物理的事象の因果推論に関して、既に「知識領域」の形成を認めたが、「論理水準」能力については、
容認課題で前科学的因果推論の否定をすることは難しいことを示し、因果推論の基盤となる能力形成の重要性
について指摘した。 
一方で、聴覚障害児では、対人交流場面での他者の行為意図理解に関わる因果推論については、通常と矛
盾する状況での他者の行為意図の説明能力に遅滞を示すとした。他児の行為に先行する事象を用いて説明す
るというより、対話者の特性等の個別の属性などに行為の原因を帰属させて説明する傾向があると示した。 
従って、聴覚障害児における、他者の行為意図に関する説明能力の獲得については、物理的事象に関する
因果推論能力の形成後に順次、獲得されるのではなく、新たな発達的段階として、指導方略を策定することが
必要であり、同能力の獲得に関わる要素について指摘したものである。 
また、学童中後期の高度聴覚障害児では、社会的知識を背景とした他児の行為意図説明について、とくに、
対人的配慮に関わる知識の使用に課題を認めることを明らかにした。そこで、他児の行為の文脈などを視野に
含めて総合的な観点で他児の意図を理解する過程についての指導の重要性を示すに至った。 
著者は、高度聴覚障害児における他児の行為意図説明の発達に関して、本研究で示した発達系列に基づ
いた系統的指導が重要であり、幼児段階から社会的視点取得や言語能力などの認知発達との関連性を配慮し
系統的指導の重要性について指摘した。 
 
-３ 
審査の結果の要旨 
（批評） 
高度聴覚障害児においては聴覚情報の制約により、他者の行為意図の説明能力の獲得に課題を示す例
が少なくないが、社会参加に関わり一貫して重要な発達課題とされてきた。著者は、同課題について幼
児期から学童期の長期の発達展開に向けて研究を構成し、聴覚障害児の発達特徴と課題について解析し、
言語認知心理学的観点で発達論理を構築し、言語障害学における新知見を明らかにしたものといえる。
本研究により幼児から学童期の言語指導の系列性に関わる臨床的に有用な結論が示されたことは、高く
評価できる。 
平成２９年１月２１日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を
求め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定し
た。よって、著者は博士（リハビリテーション科学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認
める。 
